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1. はじめに
分子研は、「放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律」（以下、

「放射線障害防止法」）で規制される加

速器と、「電離放射線障害防止規則」で

規制される工業用エックス線装置を有

している。分子研では、この両規則で

規制される設備・装置を利用する者を

まとめて「放射線業務従事者（業務従

事者）」として登録している。またこれ

ら設備・装置ごとに「放射線管理責任

者」が置かれ、それらを取りまとめる

形で「放射線取扱主任者（取扱主任者）」

と組織として「放射線安全委員会」が

置かれている（図1参照）。

筆者は入所時に、共同利用装置であ

る粉末X線回折装置を担当することと

なり、初めは業務従事者として管理さ

れる立場であった。2006年に第１種放

射線取扱主任者免状を取得し、2010年

に取扱主任者に選任され、この時から

管理する側に回ることになった。

本紙面では、日常の放射線管理業務の

紹介というよりも、選任後に工夫した点、

より強化した点を紹介したいと思う。

2. 安全衛生管理室放射線部門Web
ページ の開設
「グループ秘書さんでも放射線に関す

る手続き等がわかるように可視化して

ほしい」との声が多数あるとのことで、

所内ポータルサイトに安全衛生管理室

放射線部門のWebページ（http://info.

ims.ac.jp/safety/ray/）を開設し（図2）、

随時更新している。業務従事者登録の

手続き・外部施設（SPring-8、KEK な

ど）へ提出する承認書の発行手続き・

電離放射線特殊健康診断の検査内容な

どの業務従事者に有用な情報だけでな

く、民家から放射性物質が見つかった

ことを受け、「管理下にないRIを見つけ

た時は」というページを設け、業務従

事者以外の方でも閲覧できるようした。

まだまだ進化途中のWebページであ

るため、「可視化がまだ不十分だ」など

のご意見・コメントがある方は、放射

線部門：ray@ims.ac.jp までご連絡頂き

たい。
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図1　分子科学研究所における放射線安全管理体制 図2　安全衛生管理室放射線部門のトップページ
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3. 放射線講習会（教育訓練）と特別講演
例年4月中旬に開催する放射線講習

会では、都合で当日受講できない方や、

年度途中で入所・業務従事者登録され

る方が受講できるように、ビデオ録画

を行っている。従来は、スクリーン全

体を撮影するカメラを1台設置して録

音・録画を行っていたが、スクリーン

が暗くなるとフォーカスが外れるよう

で、すこしピンボケ気味に録画される。

そのため、後日受講される方は見づら

い画像を見ることになり、教育訓練の

効果が低減していたと思われる。2011

年度より、総研大のe-Learning 録画シ

ステム（小杉教授自ら構築したもの）

を用いて録画することにした。このシ

ステムでは、講演者のPC からプロジェ

クタに送られる映像信号を分岐して録

画用PC に取り込むため、講演者のプ

レゼンテーション画面がピンボケなく

録画される。2014年より、システムの

準備、及び録音・録画操作については、

研究力強化戦略室に支援していただい

ている。

前任の取扱主任者・林憲志氏の頃

スタートした、外部から講師を招聘し

て講演を行ってもらう「特別講演」を

継続している。筆者が選任されてから

の特別講演の題目と講演者を表1に示

す。従来、講師は前年度の方から紹介

していただく形を取っていたが、「身近

にある放射線」や「放射線を使った応

用」など、すこし一般向けの講演の方

がいいかなと考え、2011年度の講演者

からは筆者（取扱主任者）チョイスに

した。筆者が放射線取扱主任者部会（現：

放射線取扱安全部会）や大学等放射線

施設協議会などの研修会で実際に聴講

した講演や、各支部の研修会の開催案

内の中で、トピック的なもの（＋取扱

主任者自身が興味を持っていること？）

から選んでいる。2010年は、NBCR災

害（N：核 Nuclear、B：生物 Biological、C：

化学 Chemical、R：放射性Radiological

兵器による災害）への対応について、

関西の自治体を中心に議論及び訓練が

盛んに行われていた。これを受け、岡

崎市のNBCR災害への対応と、東南海

地震が発生した場合に我々はどのよう

に行動すべきかを、2011年の特別講

演として岡崎中消防署に依頼した。実

際の講演では、直前に発生した東日本

大震災で派遣されていた亘理町の被災

状況の紹介に時間が割かれ、こちらの

意図とは異なっていたが、講演者が防

火服で登場するというサプライズもあ

り、かなり評判の高い特別講演となっ

た。とかく受講者からは「講習会は苦

行だ」との声も聞こえる。この声を極

力減らすべく、受講者が退屈せず、正

確かつ最新の放射線に関する知識を得

られるテーマをチョイスしていきたい

と思う。

なお、特別講演の講師の方には、「そ

の年度だけ、講習用として画像・資料

を使用する」ということで撮影許可を

いただいている。過去の特別講演の視

聴を希望されても実現できない場合が

あるのでご了解いただきたい。

4. 書類などの英語化
表2に、業務従事者に対する外国人

研究者の割合を示す。海外研究機関か

らの特別共同利用研究員（受託院生に

相当）への応募が可能となったことも

あり、業務従事者登録をする外国人研

究者が増えている。国際的に競争力の

ある施設を目指しビームライン建設を

行った効果もあいまってか、UVSOR利

用者のみの数値であるが、共同利用研

究者数も外国人研究者が増加している。

半期ごとに実施される電離放射線特殊

健康診断など頻度が高く、問診票のよ

うに記入を要するものは、英語による
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表2　放射線業務従事者登録者に対する外国人研究者の割合 （*2014年度は12月5日時点での数値）

表1　特別講演の講演題目と講演者（敬称略）
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説明・記入例が作成されていたが、前

述した外国人特別共同利用研究員を業

務従事者として受け入れるための承認

書の英語化は各々の部署で行うことに

なっていたため、作成して放射線安全

委員会で書式の了承を得た。最近、グ

ローバル化対応への指導もあって、機

構全体での英語化が推進されることに

なった。現時点で英語化されていない

放射線に関する様式は、この流れに沿っ

て日本語・英語両併記または英語単独

の書式に変更していく。

講習会においては、市販の英語版法

令 DVDや、大学等放射線施設協議会が

監修する「英語による教育訓練テキス

ト」を活用している。この英語テキス

トは、アイソトープ利用者に主眼がお

かれているので、放射光施設利用者向

けに一部アレンジし、日英両併記での

プロジェクタ投影にできる限り努めて

いる（図3）。また、UVSOR利用者（共

同利用研究者）控室やエックス線使用

室での注意事項の掲示物なども、日英

両併記に努めている。

5. 良好な安全文化の醸成を目指して
原子力規制委員会設置法に基づき、

2013年4月1日に文部科学省科学技術・

学術政策局放射線規制室が所管する事

務（放射線障害防止法などに関わる事

務）が原子力規制委員会に移管された。

同年5月にJ-PARC放射性同位元素漏洩

事故（J-PARC事故）が発生し、文部

科学省より自然科学機構長宛に「加速

器に係る安全管理体制等の再確認につ

いて」の調査依頼があり、加速器を所

有する分子研が回答することになった。

この頃から「安全文化の醸成」という

言葉が、放射線安全管理部会での原子

力規制委員会担当者の講演を始めとし

て、他でも見聞きするようになった。

元々はチェルノブイリ事故以降、わが

国で発生したJCO臨界事故（1999年）、

及び美浜3号機事故（2004年）を受け

ての「原子力施設の安全文化の醸成」[1]

の意味合いが強かったが、原子力規制

委員会への事務移管、J-PARC事故を契

機として、放射線施設へも「安全文化

の醸成」が適応されることになったと

筆者は考えている。組織安全の研究者 J. 

リーズンは、安全文化については、「情

報に立脚した文化」でもあり、それを

創るためには「報告する文化」、「正義・

公正の文化」、「学習する文化」が必要

と言及している。マネージメントする

側だけでなく、利用する側にも課せら

れる課題である。今後とも、放射線の

みならず安全文化の継続・発展にご協

力をお願いしたい。
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図3　講習会で使用した（プロジェクタ投影した）資料の例




